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上記事業については、平成２１年度第1次補正予算により３年間の事業として創設されたが、平成21年度第1次補正予算の執行の
見直しについて（21年10月16日閣議決定）により、平成21年度中に支援を開始した者に対する経過措置を除き、平成21年度末を
もって終了することとなった。

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

①中小企業等雇用創出支援事業
　平成21年度中に20,156人が本事業による支援を受けており、十分な技能・経験を有さない求職者の再就職の促進に
ついて一定の成果があったところである。
②長期失業者等支援事業
　平成21年度中の支援開始者数は5,033人となっており、再就職支援の強化・充実に一定の成果があったところであ
る。
③日系人離職者支援事業
　平成22年1月5日時点の支給申請者は17,499人にのぼり、母国への帰国を希望しつつも、帰国費用が工面できない日
系人離職者の帰国支援について一定の成果があったところである。

見直しの
余地

平成２１年度末をもって廃止
なお、①及び②については、厳しい雇用失業情勢を踏まえ、国が実施する仕組みへと見直した上で、平成22年度予算
で措置したところである。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

平成２１年度の第１次補正予算の執行の見直しにより廃止。

総事業費(執行ベース) 56,003

執行率 100%

執行額 56,003

23年度要求

予算額(補正後）
56,003

（経過措置として後年
度支給分含む）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

上記目的を達するため、国、中央職業能力開発協会等が連携し、以下の事業を実施。
①中小企業等雇用創出支援事業・・・中小企業等の人材ニーズを踏まえ、新規成長・雇用吸収分野等において十分な
技能・経験を有しない求職者への実習型雇用等を通じた雇入れの支援
②長期失業者等支援事業・・・民間職業紹介事業者を活用し、長期失業者や住居を喪失し就職活動が困難となってい
る者に対する再就職支援、住居・生活支援
③日系人離職者支援事業・・・帰国を希望する日系人離職者に対する家族を含む帰国支援

実施状況

①中小企業等雇用創出支援事業　・・・　支援開始者数：20,156人（3月31日現在）
②長期失業者等支援事業　・・・　支援開始者数：5,033人（3月31日現在）
③日系人離職者支援事業　・・・　申請者数17,499人（1月5日現在）

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

補助金等に係る予算の適正化に関する法律第
2条

関係する計
画、通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　深刻な経済危機の中で、製造業を中心とした雇用調整により、離職を余儀なくされた非正規労働者等は、その失業期
間が長期化していくことが懸念されるところ。このため、雇用保険受給資格のない者等に対するセーフティネットとして、
「緊急人材育成・就職支援基金」を創設し、公共職業安定所が中心となって職業訓練、再就職、生活への支援を総合的
に推進することを目的とする。

担当部局庁 職業安定局派遣・有期労働対策部 担当課室
企画課

外国人雇用対策課
企画課長

外国人雇用対策課長

会計区分 一般会計 上位政策 高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

事業番号 371

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 緊急人材育成・就職支援基金に必要な経費
事業開始
年度

平成21年度 作成責任者



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省

（56,003百万円）

Ｂ（財）産業雇用安定センター

（7,331百万円）

予算の交付 ※経過措置として後年度支給分含む。

●事業主等への助成金等の支給

●民間職業紹介事業者への委託費の支給

●基金の管理等

●実習計画の策定支援

●職場体験等のコーディ

ネート

●民間職業紹介事業者への

指導

●帰国支援金の支給 等

Ａ．中央職業能力開発協会

（7,874百万円）

民間職業紹介事業者等

（441百万円）

事業主

（36百万円・384件）

帰国支援金

日系人離職者

（5,963百万円）

●再就職支援、住

居・生活支援の実施

実習型雇用助成金

職場体験受入助成金

事業主

（32百万円・364件）

職場体験参加者奨励金

求職者

（33百万円・311件）

［企画競争(随契)］ ［一般競争・補助］



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 7,331 計 0

事務費 人件費、管理費等 841

事業費 謝金、旅費等 528

支援金 日系人離職者帰国支援費の支給 5,963

B.(財)産業雇用安定センター F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 7,874 計 0

補助金
就職安定資金融資（長期失業者）
に係る補助

19

助成金 職場体験受入助成金の支給 32

助成金 職場体験参加者奨励金の支給 33

助成金 実習型雇用助成金の支給 36

委託費 民間職業紹介事業者への委託費 422

費　目 使　途 金　額
(百万円）

委託費
各事業に係るコーディネート業務
委託費

7,331

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.中央職業能力開発協会 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）


